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表紙

「連結注記表」および「個別注記表」につきましては、法令および当社定款

の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主さまに対して交付する書面

には記載しておりません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主

のみなさまに電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を

一律でお送りいたします。

第96回定時株主総会資料

（電子提供措置事項のうち法令および定款

に基づく書面交付請求による交付書面に

記載しない事項）

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表

第96期（2025年１月１日から2025年12月31日まで）
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連結注記表

連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等

(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況

・連結子会社の数 ６社

・連結子会社の名称 複合工業株式会社、ライニングコンテナー株式会社､

金剛運送株式会社、台湾古林股份有限公司、上海古林

国際印務有限公司、古林包装材料製造（上海）有限公

司

　非連結子会社の状況

・非連結子会社の名称 古林紙工（上海）有限公司

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期

純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に

見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼさ

ないため、連結の範囲から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項

　持分法を適用しない非連結子会社の名称等

・会社等の名称 古林紙工（上海）有限公司

・持分法を適用しない理由 非連結子会社は当期純損益（持分に見合う額）および

利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法

の適用から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準および評価方法

イ　その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法

ロ　棚卸資産

・製品、商品、材料、仕掛品 主として総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

・貯蔵品 主として先入先出法に基づく原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

－ 1 －
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イ 退職給付に係る会計処理の

方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連

結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産 主として定率法によっております。

（リース資産を除く） ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）ならびに2016年４月1日以降に取得し

た建物附属設備および構築物については定額法によっ

ております。

ロ　無形固定資産 定額法によっております。

（リース資産を除く）

ハ　リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

ロ　賞与引当金 従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基

づき計上しております。

④　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準

  在外連結子会社の資産、負債、収益および費用は、決算日の直物為替相場により円換算

し、換算差額は、純資産の部における為替換算調整勘定および非支配株主持分に含めて計

上しております。

⑤　収益および費用の計上基準

　当社および連結子会社は印刷紙器およびプラスチック包材の製造・販売を主な事業と

し、これらの製品の販売については製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配

を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、製品の引渡時点で収益を認識

しております。

⑥　その他連結計算書類作成のための重要な事項

ロ　グループ通算制度の適用 当社および国内連結子会社においてグループ通算制度

を適用しております。

－ 2 －
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有形固定資産の減価償却累計額 17,522,454千円

決議
株式の
種　類

配当金の総額
(千円）

１ 株 当 た り
配当額（円）

基準日 効力発生日

2 0 2 5年３月2 8日
定 時 株 主 総 会

普通
株式

27,802 25.00 2024年12月31日 2025年３月31日

2 0 2 5年８月８日
取 締 役 会

普通
株式

27,737 25.00 2025年６月30日 2025年９月16日

決議予定
株式の
種　類

配当金の総額
(千円）

配当の原資
１ 株 当 た り
配当額（円）

基準日 効力発生日

2026年３月27日

定 時 株 主 総 会

普通
株式

27,735
利　益
剰余金

25.00
2025年
12月31日

2026年
３月30日

２．会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28

日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しておりま

す。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年

改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱いおよび「税効果会計に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日）第65-２項(2)ただし書

きに定める経過的な取扱いに従っております。

　なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。

３．連結貸借対照表に関する注記

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末の発行済株式の種類および総数

普通株式 1,776,820株

(2) 配当に関する事項

① 配当金支払額

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

－ 3 －
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５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、長期資金を取締役会で承認された設備投資計画を基に、銀行借入で調

達しております。また、短期資金については、運転資金の必要に応じ銀行借入等で調達し

ております。

②　金融商品の内容およびそのリスク

　営業債権である受取手形および売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク

に晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが５ヶ月以内の支払期日でありま

す。

　借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、返済日は最長で決算

日後８年であります。

③　金融商品に係るリスク管理体制

　イ　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、販売管理規程に従い、営業債権について、各事業部門における営業管理部が

主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日および残高を管理

するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま

す。連結子会社についても、当社の販売管理規程に準じて、同様の管理を行っておりま

す。

　ロ　市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

　当社は、投資有価証券について、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等

を把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、市況や取引先企業との関

係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　ハ　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新すると

ともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することもあります。

－ 4 －
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連結貸借対照表

計上額（千円）
時価（千円） 差額（千円）

投資有価証券 5,017,913 5,017,913 －

　資産計 5,017,913 5,017,913 －

長期借入金（一年内返済予定長

期借入金を含む）
2,097,491 2,077,017 △20,474

　負債計 2,097,491 2,077,017 △20,474

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 3,097

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

長期借入金（１年内に返
済予定のものを除く）

612,504 422,504 225,004 75,004 13,721

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　　2025年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、投資有価証券には市場価格のない株式等は含まれておりません

（（注）２．参照）。

（注）１．「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「支払手形及び買掛金」、「短期

借入金」、「未払法人税等」および「未払金」については、現金であること、およ

び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を

省略しております。

　２．市場価格のない株式等

　市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。

３. 長期借入金の連結決算日後の返済予定額

－ 5 －
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式 5,017,913 － － 5,017,913

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（一年内
返済予定長期借入金
を含む）

－ 2,077,017 － 2,077,017

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性および重要性に応じて、

以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価

格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット

以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。

　①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産および金融負債

（単位：千円）

　②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産および金融負債

（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法およびインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されて

いるため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金

　長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間および信用リスクを加

味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類してお

ります。

－ 6 －
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（単位：千円）

日本 中国 計

売上高

　印刷紙器 13,980,427 2,318,454 16,298,881

　プラスチック包材 1,388,036 － 1,388,036

　その他 31,486 － 31,486

　顧客との契約から生じる収益 15,399,948 2,318,454 17,718,403

　その他の収益 － 146,724 146,724

外部顧客への売上高 15,399,948 2,465,179 17,865,127

（単位：千円）

区分 当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 5,579,401

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 5,327,494

契約負債（期首残高） 33,368

契約負債（期末残高） 6,451

(1) １株当たり純資産額 9,011円83銭

(2) １株当たり当期純利益 285円05銭

６．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類

の作成のための基本となる重要な事項等　(4)会計方針に関する事項　⑤収益および費用

の計上基準」に記載のとおりであります。

(3) 当連結会計年度および翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

　①　契約資産および契約負債の残高等

　契約負債は、当社グループが物品を顧客に販売する前に、顧客から受領した対価であ

り、期末時点において履行義務を充足していない残高であります。契約負債は、収益の認

識に伴い解消されます。

　②　残存履行義務に配分した取引価格

　当社グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、

実務上の簡便法を適用し残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧

客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

７．１株当たり情報に関する注記

８．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

－ 7 －
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準および評価方法

①　子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

③　棚卸資産の評価基準および評価方法

・製品、商品、材料、仕掛品 総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

・貯蔵品 先入先出法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 定率法によっております。

（リース資産を除く） ただし、滝野工場および1998年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く）ならびに2016年４月１

日以降に取得した建物附属設備および構築物について

は、定額法によっております。

②　無形固定資産 定額法によっております。

（リース資産を除く）

③　リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基

づき計上しております。

③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日に

おける退職給付債務および年金資産の見込額に基づき

計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事

業年度末までの期間に帰属させる方法については、期

間定額基準によっております。
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数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額を翌事業年度から費用処

理することとしております。

なお、年金資産の額が退職給付債務から未認識数理計

算上の差異を加減した額を超える場合には、前払年金

費用として投資その他の資産に計上しております。

(4) 収益および費用の計上基準 当社は印刷紙器およびプラスチック包材の製造・販売

を主な事業とし、これらの製品の販売については製品

の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲

得し、履行義務が充足されると判断していることか

ら、製品の引渡時点で収益を認識しております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

　　グループ通算制度の適用 グループ通算制度を適用しております。

２．会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28

日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書き

に定める経過的な取扱いに従っております。

　なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 11,220,974千円

①　短期金銭債権 227,284千円

②　短期金銭債務 464,353千円

営業取引による取引高 仕入高等 2,255,223千円

営業取引以外の取引高 38,858千円

株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式 664,736 16,865 14,200 667,401

３．貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に対する金銭債権および金銭債務

４．損益計算書に関する注記

　 関係会社との取引高

５．株主資本等変動計算書に関する注記

　当事業年度末日における自己株式の種類および株式数

 （単位：株）

 (注) 1. 自己株式の増加16,865株は、東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）

による増加16,800株および単元未満株式の買取による増加65株であります。

2. 自己株式の減少14,200株は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少

13,600株およびストックオプションの行使による減少600株であります。

－ 10 －
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退職給付引当金（信託） 124,249千円

関係会社出資金 149,816千円

その他 302,451千円

　小計 576,516千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △254,823千円

　合計 321,693千円

前払年金費用 △65,408千円

その他有価証券評価差額金 △1,017,062千円

その他 △41,199千円

　合計 △1,123,669千円

繰延税金負債の純額 △801,975千円

６．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産および繰延税金負債の発生原因別の主な内訳

繰延税金資産

繰延税金負債

(2) 法人税および地方法人税の会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理

　当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処

理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税お

よび地方法人税の会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理ならびに開示を行っ

ております。

(3) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で

成立したことに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課

税が行われることになりました。

　これに伴い、2027年１月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る

繰延税金資産および繰延税金負債については、法定実効税率を30.58％から31.47％に変更し

計算しております。

　この変更により、当事業年度の繰延税金負債（繰延税金資産の金額を控除した金額）は

23,637千円増加し、法人税等調整額が5,127千円、その他有価証券評価差額金が28,763千

円、それぞれ減少しております。
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種 類
会社等の
名称また
は 氏 名

議決権等の所有
（被所有）割合

( ％ )

関連当事者
と の 関 係

取 引 の
内 容

取引金額
( 千 円 )

科 目
期 末 残 高
( 千 円 )

役員およびその
近親者が議決権
の過半数を所有
する会社

 （注)1

古   　 林
株 式 会 社

―
 事務所の賃借

 役員の兼任

（注)2

賃借料
12,000 差入保証金 27,500

種 類 会社等の名称
議決権等の所
有（被所有）
割 合 　 ( ％ )

関連当事者
と の 関 係

取 引 の
内 容

取 引 金 額
( 千 円 )

科 目
期 末 残 高
( 千 円 )

子会社
複合工業株式会

社

 （所有）

直接 100

（注)1

資金の貸付
（注)2

建物の賃貸

役員の兼任

資金の貸付 477,000 短期貸付金 158,854

利息の受取 2,729 ― ―

建物の賃貸 27,600 ― ―

子会社
ライニングコン

テナー株式会社

 （所有）

直接 100

（注)3

商品の購入

役員の兼任

商品の購入 1,264,215 買 掛 金 263,639

(1) １株当たり純資産額 7,557円85銭

(2) １株当たり当期純利益 368円55銭

７．関連当事者との取引に関する注記

(1) 役員および個人主要株主等

　　取引条件および取引条件の決定方針等

 (注) 1. 当社代表取締役古林敬碩およびその近親者が議決権の100％を直接所有しておりま

す。

2. 事務所の賃借については、近隣の取引実勢に基づいて賃借料を決定しておりま

す。

3. 古林株式会社との取引は、いわゆる第三者のための取引であります。

(2) 子会社および関連会社等

　　取引条件および取引条件の決定方針等

 (注) 1. 複合工業株式会社に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合

理的に決定しております。

2. 複合工業株式会社に対する建物の賃貸料については、双方協議の上、決定してお

ります。

3. ライニングコンテナー株式会社に対する商品の購入については、一般の取引条件

と同様に決定しております。

８．収益認識に関する注記

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「連結注記表　

６．収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

９．１株当たり情報に関する注記
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10．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

11．連結配当規制適用会社に関する注記

　該当事項はありません。

－ 13 －


